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• 調査期間 ： 令和５年１0月17日～１0月31日

• 調査対象 ：

• 回答数 ：

 

調 査 概 要

14，128 施設
全国の有床診療所 （5，984施設）

全国の病院 （8，144施設）

回答率 30.8％

1

有床診療所 21.1％

病 院 37.9％

内訳



北海道 

286 (6.6%)

東北 318 

(7.3%)

関東甲信越 

1,088 

(25.0%)

中部 

532 (12.2%)

近畿 

527 (12.1%)

中国・四国 

578 (13.3%)

九州 1,021 

(23.5%)

2

地区ブロック別の回答状況

図１ 地区ブロック別の回答状況 

回答件数

（n=4,350）

回答数

4,350 

30.8%
全国

対象医療機関数

（ｎ=14,128）



地区ブロック毎の回答状況
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図２ 地区ブロック毎の回答状況

回答数

4,350 

30.8%
全国

対象医療機関数

（ｎ=14,128）
回答数

286 

33.2%

北海道 (n=861)

回答数

318 

30.5%

東北 (n=1,044)

回答数

1,088 

30.0%

関東甲信越 (n=3,622)

回答数

532 

31.3%

中部 (n=1,698)

回答数

527 

29.2%

近畿 (n=1,803)

回答数

578 

30.7%

中国・四国 (n=1,884)

回答数

1,021 

31.7%

九州 (n=3,216)



病床規模別の回答状況
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図３ 病床規模別の回答状況

1～19床

1,262 (29.0%)

20～99床

920 (21.1%)100～199床

1,023 (23.5%)

200～299床

437 (10.0%)

300～399床

305 (7.0%)

400～499床

172 (4.0%)
500床以上

231 (5.3%)

回答数

4,350 

30.8%
全国

対象医療機関数

（ｎ=14,128）



病 院

有床診 21.1% （回答数 1,262 ）

31.8% （回答数 920 ）

36.4% （回答数 1,023 ）

42.8% （回答数 437 ）

45.5% （回答数 305 ）

47.4% （回答数 172 ）

60.3% (回答数 231 )

1～19床

（n = 5,984）

20～99床

（n = 2,897）

100～199床

（n = 2,810）

200～299床

（n = 1,021）

300～399床

（n = 670）

400～499床

（n = 363）

500床以上

（n = 383）

病床規模毎の回答状況
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図4 病床規模毎の回答状況

1～１９床
（n=5,984）

20～99床
（n=2,897）

100～199床
（n=2,810）

200～299床
（n=1,021）

300～399床
（n=670）

400～499床
（n=363）

500床以上
（n=383）



設置主体別の回答状況

図5 設置主体別の回答状況 （n=4,350）
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1 (0.0%)

1 (0.0%)

4 (0.1%)
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87 (2.0%)
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研修施設等の指定状況

図6 研修施設等の指定状況 ※複数回答 (n=4,350) 
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臨床研修病院（基幹型） … 臨床研修病院のうち、他の病院又は診療所と共同して臨床研修を行う病院であって、当該臨床研修の全体的な管理・責任を有するもの。

臨床研修病院（協力型） … 臨床研修病院のうち、他の病院と共同して臨床研修を行う病院であって、基幹型臨床研修病院でないもの。

81
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280

926

376

789

医育機関

(大学附属病院)

臨床研修病院

(基幹型)

臨床研修病院

(基幹型兼協力型)

臨床研修病院

(協力型)

専門研修施設

(基幹施設)

専門研修施設

(連携施設)



診療機能別の回答状況

図7 診療機能別の回答状況 ※複数回答  （n=4,350)
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2,381 (54.7%)

32 (0.7%)

36 (0.8%)

73 (1.7%)

77 (1.8%)

172 (4.0%)

177 (4.1%)

181 (4.2%)

302 (6.9%)

443 (10.2%)

458 (10.5%)

470 (10.8%)

1,040 (23.9%)

1,238 (28.5%)

いずれでもない

小児救急医療拠点病院

高度救命救急センター

総合周産期母子医療センター

特定機能病院

地域周産期母子医療センター

救命救急センター

へき地医療拠点病院

がん診療連携拠点病院等の専門病院

二次救急医療病院(その他)

地域医療支援病院

災害拠点病院

二次救急医療病院(輪番制)

救急告示病院



29.7% (回答数 1,238 )

52.5% (回答数 181 )

53.0% (回答数 1,451 )

58.1% (回答数 172 )

58.2% (回答数 177 )

61.0% (回答数 470 )

65.2% (回答数 73 )

66.2% (回答数 302 )

66.9% (回答数 458 )

76.6% (回答数 36 )

87.5% (回答数 77 )

91.4% (回答数 32 )

救急告示病院（n=4,175）

へき地医療拠点病院(n=345)

二次救急医療機関（n=2,737）

地域周産期母子医療センター(n=296)

救命救急センター(n=304)

災害拠点病院(n=770)

総合周産期母子医療センター(n=112)

がん診療連携拠点病院等の専門病院(n=456)

地域医療支援病院(n=685)

高度救命救急センター(n=47)

特定機能病院(n=88)

小児救急医療拠点病院(n=35)

承認等を受けている施設数に対する回答率

図8 承認等を受けている施設数に対する回答率

9
※ （）内は、8ページで回答があった医療機関のうち、上記診療機能の承認等を受けている医療機関数
※二次救急医療機関の回答数は、二次救急医療病院（輪番制・その他）のいずれか、又は両方を選択した医療機関数



303 

107 
94 

20 

B水準 連携B水準 C－１水準 C－２水準

特例水準の指定に向け対応(予定)している 

372 (8.6%)

特例水準の指定を受ける予定はない

（いわゆるＡ水準） 

3,978 (91.4%)

特例水準の指定申請予定状況

図9 特例水準の指定申請の意向 (n=4,350) 

図10 申請予定の特例水準 ※複数回答 (n=372) 
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81.5％

28.8％
25.3％

5.4％



図１3 今後の医師の受け入れについて
（派遣元から伝えられた内容について）

（専ら医師を受け入れている医療機関 ｎ＝2，640）

図１2 今後の医師の派遣予定について
（派遣先へ伝えた内容について）

（専ら医師を派遣する医療機関 ｎ＝141）

141

専ら医師を派遣

する医療機関

(3.2%)

2,640

専ら医師を受け入れている医療機関

(60.7%)

1,569

いずれにも該当しない

(36.1%)

今後の医師派遣・受け入れの状況

図１1 医師の派遣・受け入れ状況 （n=4,350）

11
（注）「中止する」と回答した医療機関は０件

継続する

96 (68.1%)

一部縮小する

8 (5.7%)

伝えていない

37 (26.2%)

継続する

1,822 (69.0%)

一部縮小する

148 (5.6%)

中止する

7 (0.3%)

連絡なし

663 (25.1%)



宿日直許可の取得あり(部分

的な宿日直許可も含む)

2,516 (57.8%)宿日直許可の取得に向け対応中

802 (18.4%)

宿日直許可の取得が困難

62 (1.4%)

宿日直許可の取得は検討していない

970 (22.3%)

宿日直許可の取得状況

図14 宿日直許可の取得状況
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約7割強が宿日直許可を
取得、又は取得に向け対応中



宿日直許可の取得あり

(部分的な宿日直許可も含む)

2,285 (74.0%)

宿日直許可の取得

に向け対応中

641 (20.8%)

宿日直許可の取得が困難

41 (1.3%)

宿日直許可の取得は検討していない

121 (3.9%)
宿日直許可の取得あり

(部分的な宿日直許可も含む)

231 (18.3%)

宿日直許可の取得

に向け対応中

161 (12.8%)

宿日直許可の取得が困難

21 (1.7%)

宿日直許可の取得は検討していない

849 (67.3%)

［宿日直許可の取得状況］

有床診療所（20床未満）と病院（20床以上）の取得状況の違い
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図１5 宿日直許可の取得状況

［有床診療所 (n=1,262)］

図１6 宿日直許可の取得状況

［病 院 (n=3，088) ］

約９割強が宿日直許可を
取得、又は取得に向け対応中



1,304 30.0%

1,090 25.1%

627 14.4%

266 6.1%

167 3.8%

114 2.6%

2,348 54.0%

宿日直体制の維持が困難

派遣医師の引き上げ

救急医療の縮小・撤退

周産期医療の縮小・撤退

小児医療の縮小・撤退

その他

特に変化なし

① 自院の医療提供について 【全医療機関】

図17 自院の医療提供に懸念される事項（全医療機関） ※複数回答
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図18 自院の医療提供に懸念される事項（有床診療所・病院） ※複数回答

53.8％

30.2％

25.2％

14.5％

15

3.7％

２.7％

54.0％

176 13.9%

164 13.0%

69 5.5%

135 10.7%

36 2.9%

28 2.2%

886 70.2%

1,128 36.5%

926 30.0%

558 18.1%

131 4.2%

131 4.2%

86 2.8%

1,462 47.3%

宿日直体制の維持が困難

派遣医師の引き上げ

救急医療の縮小・撤退

周産期医療の縮小・撤退

小児医療の縮小・撤退

その他

特に変化なし

有床診療所（n=1,262）

病院（n=3,088）

① 自院の医療提供について 【有床診療所・病院の内訳】



項目 全国
(n=1,262)

地区ブロック別の内訳

北海道
(n=74)

東北
(n=77)

関東甲信越
(n=250)

中部
(n=158)

近畿
(n=109)

中国・四国
(n=159)

九州
(n=435)

宿日直体制の維持が困難 176
13.9%

10
13.5%

9
11.7%

46
18.4%

27
17.1%

13
11.9%

18
11.3%

53
12.2%

派遣医師の引き上げ 164
13.0%

10
13.5%

9
11.7%

41
16.4%

25
15.8%

10
9.2%

15
9.4%

54
12.4%

救急医療の縮小・撤退 69
5.5%

6
8.1%

4
5.2%

15
6.0%

11
7.0%

5
4.6%

6
3.8%

22
5.1%

周産期医療の縮小・撤退 135
10.7%

2
2.7%

7
9.1%

35
14.0%

27
17.1%

18
16.5%

10
6.3%

36
8.3%

小児医療の縮小・撤退 36
2.9%

1
1.4%

1
1.3%

12
4.8%

2
1.3%

2
1.8%

4
2.5%

14
3.2%

その他 28
2.2%

2
2.7%

1
1.3%

4
1.6%

4
2.5%

0
0.0%

4
2.5%

13
3.0%

特に変化なし 886
70.2%

57
77.0%

55
71.4%

163
65.2%

99
62.7%

78
71.6%

122
76.7%

312
71.7%

図19 自院の医療提供に懸念される事項（有床診療所） ※複数回答有床診療所 （n=1，262）
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① 自院の医療提供について 【有床診療所】



項目 全国
(n=3,088)

地区ブロック別の内訳

北海道
(n=212)

東北
(n=241)

関東甲信越
(n=838)

中部
(n=374)

近畿
(n=418)

中国・四国
(n=419)

九州
(n=586)

宿日直体制の維持が困難 1,128
36.5%

97
45.8%

91
37.8%

277
33.1%

143
38.2%

156
37.3%

165
39.4%

199
34.0%

派遣医師の引き上げ 926
30.0%

60
28.3%

71
29.5%

239
28.5%

125
33.4%

132
31.6%

138
32.9%

161
27.5%

救急医療の縮小・撤退 558
18.1%

44
20.8%

38
15.8%

157
18.7%

62
16.6%

90
21.5%

78
18.6%

89
15.2%

周産期医療の縮小・撤退 131
4.2%

7
3.3%

10
4.1%

37
4.4%

14
3.7%

22
5.3%

24
5.7%

17
2.9%

小児医療の縮小・撤退 131
4.2%

6
2.8%

7
2.9%

39
4.7%

18
4.8%

21
5.0%

21
5.0%

19
3.2%

その他 86
2.8%

10
4.7%

7
2.9%

28
3.3%

10
2.7%

9
2.2%

11
2.6%

11
1.9%

特に変化なし 1,462
47.3%

89
42.0%

117
48.5%

404
48.2%

176
47.1%

183
43.8%

188
44.9%

305
52.0%

図20 自院の医療提供に懸念される事項（病院） ※複数回答
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病 院 （n=3,088）

① 自院の医療提供について 【病 院】



図21 地域の医療提供体制に懸念される事項（全医療機関） ※複数回答
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1,303 30.0%

867 19.9%

628 14.4%

626 14.4%

595 13.7%

467 10.7%

464 10.7%

453 10.4%

274 6.3%

56 1.3%

1,641 37.7%

救急医療体制の縮小・撤退

専門的な医療提供体制の縮小・撤退

把握できていない

その他の地域医療連携体制の縮小・不備

周産期医療体制の縮小・撤退

小児医療体制の縮小・撤退

研修体制(初期、後期、その他の研修)の弱体化

へき地医療の縮小・撤退

新興感染症医療提供体制(協定締結)に支障

その他

特に変化なし

② 地域の医療提供体制について 【全医療機関】



図22 地域の医療提供体制に懸念される事項（有床診療所・病院） ※複数回答
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② 地域の医療提供体制について 【有床診療所・病院の内訳】

234 18.5%

196 15.5%

175 13.9%

153 12.1%

251 19.9%

134 10.6%

106 8.4%

146 11.6%

60 4.8%

16 1.3%

583 46.2%

1,069 34.6%

671 21.7%

453 14.7%

473 15.3%

344 11.1%

333 10.8%

358 11.6%

307 9.9%

214 6.9%

40 1.3%

1,058 34.3%

救急医療体制の縮小・撤退

専門的な医療提供体制の縮小・撤退

把握できていない

その他の地域医療連携体制の縮小・不備

周産期医療体制の縮小・撤退

小児医療体制の縮小・撤退

研修体制(初期、後期、その他の研修)の弱体化

へき地医療の縮小・撤退

新興感染症医療提供体制(協定締結)に支障

その他

特に変化なし

有床診療所（n=1,262）

病院（n=3,088）



項目 全国
(n=1,262)

地区ブロック別の内訳

北海道
(n=74)

東北
(n=77)

関東甲信越
(n=250)

中部
(n=158)

近畿
(n=109)

中国・四国
(n=159)

九州
(n=435)

救急医療体制の縮小・撤退 234
18.5%

16
21.6%

13
16.9%

46
18.4%

27
17.1%

18
16.5%

30
18.9%

84
19.3%

専門的な医療提供体制の縮小・撤退 196
15.5%

11
14.9%

17
22.1%

34
13.6%

27
17.1%

17
15.6%

17
10.7%

73
16.8%

把握できていない 175
13.9%

12
16.2%

16
20.8%

29
11.6%

21
13.3%

14
12.8%

28
17.6%

55
12.6%

その他の地域医療連携体制の縮小・不備 153
12.1%

7
9.5%

12
15.6%

23
9.2%

20
12.7%

11
10.1%

24
15.1%

56
12.9%

周産期医療体制の縮小・撤退 251
19.9%

11
14.9%

11
14.3%

58
23.2%

34
21.5%

30
27.5%

20
12.6%

87
20.0%

小児医療体制の縮小・撤退 134
10.6%

6
8.1%

10
13.0%

27
10.8%

13
8.2%

15
13.8%

13
8.2%

50
11.5%

研修体制(初期、後期、その他の研修)の弱体化 106
8.4%

5
6.8%

10
13.0%

17
6.8%

12
7.6%

9
8.3%

9
5.7%

44
10.1%

へき地医療の縮小・撤退 146
11.6%

11
14.9%

12
15.6%

18
7.2%

19
12.0%

11
10.1%

19
11.9%

56
12.9%

新興感染症医療提供体制(協定締結)に支障 60
4.8%

1
1.4%

6
7.8%

9
3.6%

9
5.7%

6
5.5%

5
3.1%

24
5.5%

その他 16
1.3%

0
0.0%

0
0.0%

7
2.8%

1
0.6%

1
0.9%

3
1.9%

4
0.9%

特に変化なし 583
46.2%

37
50.0%

34
44.2%

119
47.6%

76
48.1%

50
45.9%

71
44.7%

196
45.1%

図23 地域の医療提供体制に懸念される事項（有床診療所） ※複数回答
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有床診療所 （n=1，262）

② 地域の医療提供体制について 【有床診療所】



項目 全国
(n＝3，088)

地区ブロック別の内訳

北海道
(n=212)

東北
(n=241)

関東甲信越
(n=838)

中部
(n=374)

近畿
(n=418)

中国・四国
(n=419)

九州
(n=586)

救急医療体制の縮小・撤退 1,069
34.6%

77
36.3%

82
34.0%

283
33.8%

127
34.0%

168
40.2%

144
34.4%

188
32.1%

専門的な医療提供体制の縮小・撤退 671
21.7%

41
19.3%

57
23.7%

155
18.5%

88
23.5%

98
23.4%

108
25.8%

124
21.2%

把握できていない 453
14.7%

29
13.7%

41
17.0%

130
15.5%

54
14.4%

44
10.5%

54
12.9%

101
17.2%

その他の地域医療連携体制の縮小・不備 473
15.3%

33
15.6%

40
16.6%

116
13.8%

61
16.3%

61
14.6%

73
17.4%

89
15.2%

周産期医療体制の縮小・撤退 344
11.1%

24
11.3%

31
12.9%

80
9.5%

39
10.4%

53
12.7%

59
14.1%

58
9.9%

小児医療体制の縮小・撤退 333
10.8%

22
10.4%

27
11.2%

79
9.4%

40
10.7%

52
12.4%

54
12.9%

59
10.1%

研修体制(初期、後期、その他の研修)の弱体化 358
11.6%

26
12.3%

29
12.0%

87
10.4%

42
11.2%

65
15.6%

44
10.5%

65
11.1%

へき地医療の縮小・撤退 307
9.9%

47
22.2%

30
12.4%

51
6.1%

30
8.0%

24
5.7%

64
15.3%

61
10.4%

新興感染症医療提供体制(協定締結)に支障 214
6.9%

12
5.7%

18
7.5%

51
6.1%

20
5.3%

43
10.3%

35
8.4%

35
6.0%

その他 40
1.3%

1
0.5%

5
2.1%

16
1.9%

4
1.1%

5
1.2%

4
1.0%

5
0.9%

特に変化なし 1,058
34.3%

76
35.8%

79
32.8%

296
35.3%

129
34.5%

141
33.7%

146
34.8%

191
32.6% 21

病 院 （n=3，088） 図24 地域の医療提供体制に懸念される事項（病院） ※複数回答

② 地域の医療提供体制について 【病 院】


	スライド 0: 医師の働き方改革と地域医療への影響に関する日本医師会調査結果
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19
	スライド 20
	スライド 21

